
１．調査目的等

２．調査結果の主要点

○ 「職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議」から「職場のパワーハラスメントの予防・解決に向けた提言」が公表
されて４年あまりが経過したことを踏まえ、この間におけるパワーハラスメントの発生状況や企業の取組状況等を把握
し、今後の施策に反映させることを目的に本調査を実施。

○ 本調査は、企業調査と従業員調査からなるアンケート調査。平成２８年７月～１０月にかけて実施。

パワーハラスメント

の発生状況

○従業員向けの相談窓口で従業員から相談の多いテーマは、パワーハラスメント（32.4％）
が最も多い。

○過去３年間に１件以上パワーハラスメントに該当する相談を受けたと回答した企業は、
36.3％。

○過去３年間にパワーハラスメントを受けたことがあると回答した従業員は、32.5％。（平成
24年度実態調査25.3％）

パワーハラスメント

の発生状況

○従業員向けの相談窓口で従業員から相談の多いテーマは、パワーハラスメント（32.4％）
が最も多い。

○過去３年間に１件以上パワーハラスメントに該当する相談を受けたと回答した企業は、
36.3％。

○過去３年間にパワーハラスメントを受けたことがあると回答した従業員は、32.5％。（平成
24年度実態調査25.3％）

パワーハラスメント
の予防・解決に向け
た取組状況

○パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組を実施している企業は52.2%であり、企業規模
が小さくなると実施比率は相対的に低くなるものの、平成24年度と比較するとすべての従業員
規模の企業で比率が高くなっている。

○パワーハラスメントに限らず、従業員向け相談窓口を設置している企業は73.4%であり、企業
規模が小さくなると設置比率は相対的に低くなるものの、平成24年度と比較するとすべての従
業員規模の企業で比率が高くなっている。

パワーハラスメント
の予防・解決に向け
た取組状況

○パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組を実施している企業は52.2%であり、企業規模
が小さくなると実施比率は相対的に低くなるものの、平成24年度と比較するとすべての従業員
規模の企業で比率が高くなっている。

○パワーハラスメントに限らず、従業員向け相談窓口を設置している企業は73.4%であり、企業
規模が小さくなると設置比率は相対的に低くなるものの、平成24年度と比較するとすべての従
業員規模の企業で比率が高くなっている。

平成28年度 職場のパワーハラスメントに関する実態調査 主要点
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パワーハラスメント
の予防・解決に向け
た取組の主な課題

○企業規模が小さくなるにしたがい、相談窓口の設置比率が低くなり、パワーハラスメントを受
けた場合に企業とは関係のないところに相談する比率が高くなることから、パワーハラスメントの
実態が相対的に把握されていない。

○パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組を考えていない企業は、「職場の生産性が低下
する」、「企業イメージが悪化する」などの認識が取り組んでいる企業に比べて特に低い。

○パワーハラスメントを受けた経験が一度であっても、怒りや不満、仕事に対する意欲の低下など
の心身への影響が多く見られ、不眠、休み、通院、服薬などのより深刻な心身への影響は、
パワーハラスメントを受けた頻度が高くなるほど比率が大きく高まる。

○パワーハラスメントを受けたと感じた者が、「何もしなかった」と回答した比率は40.9％であり、そ
の理由として「何をしても解決にならないと思ったから」、「職務上不利益が生じると思ったか
ら」と回答した比率が高い。

○パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組について、企業が実施していると回答した比率よ
りも従業員が把握していると回答した比率が相対的に低い。

パワーハラスメント
の予防・解決に向け
た取組の主な課題

○企業規模が小さくなるにしたがい、相談窓口の設置比率が低くなり、パワーハラスメントを受
けた場合に企業とは関係のないところに相談する比率が高くなることから、パワーハラスメントの
実態が相対的に把握されていない。

○パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組を考えていない企業は、「職場の生産性が低下
する」、「企業イメージが悪化する」などの認識が取り組んでいる企業に比べて特に低い。

○パワーハラスメントを受けた経験が一度であっても、怒りや不満、仕事に対する意欲の低下など
の心身への影響が多く見られ、不眠、休み、通院、服薬などのより深刻な心身への影響は、
パワーハラスメントを受けた頻度が高くなるほど比率が大きく高まる。

○パワーハラスメントを受けたと感じた者が、「何もしなかった」と回答した比率は40.9％であり、そ
の理由として「何をしても解決にならないと思ったから」、「職務上不利益が生じると思ったか
ら」と回答した比率が高い。

○パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組について、企業が実施していると回答した比率よ
りも従業員が把握していると回答した比率が相対的に低い。

パワーハラスメン
トの予防・解決に
向けた取組の主な

効果

○企業がパワーハラスメントの予防・解決に向けた取組を積極的に実施すると、従業員にとっては
パワーハラスメントに関する相談がしやすくなるとともに、企業にとってもパワーハラスメントの実態
が把握しやすくなる。

○パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組を行っている企業で働く従業員は、パワーハラスメン
トを受けたと感じる比率やパワーハラスメントにより心身への影響があったとする比率が相対的に
低くなる。

○パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組により、職場環境が変わる、コミュニケーションが活性
化するほか、「休職者・離職者の減少」、「メンタル不調者の減少」などの付随効果がみられる。

○パワーハラスメントの予防・解決のための効果が高い取組として、相談窓口の設置や従業員向
けの研修の実施を挙げている企業の比率が高く、企業がパワーハラスメントの予防・解決に向
けた取組を複数実施することが、従業員にとって、職場環境の改善などの効果を感じやすい。

パワーハラスメン
トの予防・解決に
向けた取組の主な

効果

○企業がパワーハラスメントの予防・解決に向けた取組を積極的に実施すると、従業員にとっては
パワーハラスメントに関する相談がしやすくなるとともに、企業にとってもパワーハラスメントの実態
が把握しやすくなる。

○パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組を行っている企業で働く従業員は、パワーハラスメン
トを受けたと感じる比率やパワーハラスメントにより心身への影響があったとする比率が相対的に
低くなる。

○パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組により、職場環境が変わる、コミュニケーションが活性
化するほか、「休職者・離職者の減少」、「メンタル不調者の減少」などの付随効果がみられる。

○パワーハラスメントの予防・解決のための効果が高い取組として、相談窓口の設置や従業員向
けの研修の実施を挙げている企業の比率が高く、企業がパワーハラスメントの予防・解決に向
けた取組を複数実施することが、従業員にとって、職場環境の改善などの効果を感じやすい。
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7.8
17.8

6.9 67.5
パワーハラスメントを受けたこ

とがある（n=10000）

何度も繰り返し経験した 時々経験した

一度だけ経験した 経験しなかった

パワーハラスメントの発生状況

○従業員向けの相談窓口で従業員から相談の多いテーマは、パワーハラスメント（32.4％）が最も多い。
○過去３年間に１件以上パワーハラスメントに該当する相談を受けたと回答した企業は、 36.3％。
○過去３年間にパワーハラスメントを受けたことがあると回答した従業員は、32.5％ 。

図１ 従業員から相談の多いテーマ（上位２項目）（複数回答） 図３ 過去３年間のパワーハラスメントの経験

（対象：全回答者、単位％) 【従業員調査】

32.4 

28.1 

18.2 

14.5 

13.0 

9.3 

5.0 

20.4
10.4

パワーハラスメント

メンタルヘルス

賃金、労働時間等の勤労条件

セクシュアルハラスメント

コンプライアンス

人事評価・キャリア

その他

相談はなかった

無回答

（対象：相談窓口を設置している企業（n=3365）、単位％）【企業調査】

【平成28年度実態調査】

【平成24年度実態調査】

32.5

25.3 74.7
パワーハラスメントを受けたこ

とがある（n=9000）

経験あり 経験なし

60.7 20.8 9.7 2.3

0.8
0.2

0.1

2.2
3.0

0件
1～2件
3～5件
6～10件
11～20件
21～30件
31～50件
51件以上
パワーハラスメントに該当すると判断した事例はあるが、件数はわからない
無回答

0.2

（対象：全回答者（n=4587）、単位％) 【企業調査】

図２ 過去3年間にパワーハラスメントに該当すると判断した事例の件数

36.3
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実施している
52.2

現在実施して

いないが、取

組を検討中
22.1

特に取組を考

えていない
25.3

無回答
0.4

26.0 

53.3 

68.1 

88.4 

27.9 

22.8 

19.9 

8.3 

45.7 

23.6 

11.4 

3.0 

0.4 

0.2 

0.6 

0.2 

99人以下(n=1668)

100～299人(n=821)

300～999人(n=1565)

1000人以上(n=492)

18.2 

40.4 

53.8 

76.5 

20.2 

24.9 

22.7 

13.4 

61.0 

34.0 

23.3 

10.0 

0.6 

0.6 

0.2 

0.2 

99人以下(n=1218)

100～299人(n=672)

300～999人(n=2038)

1000人以上(n=621)

実施している 現在実施していないが、取組を検討中 特に取組を考えていない 無回答

パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組状況（１）

パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組を実施している企業は52.2%であり、企業規模が小さくなると実施比
率は相対的に低くなるものの、平成24年度と比較するとすべての従業員規模の企業で比率が高くなっている。

図４ パワーハラスメントの予防・解決のための取組の実施状況

（対象：全回答者（n=4587）、単位％) 【企業調査】

図５ パワーハラスメントの予防・解決のための取組の実施状況（従業員規模別）

【平成28年度実態調査】

【平成24年度実態調査】

（対象：全回答者、単位％) 【企業調査】 4



パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組状況（２）

パワーハラスメントに限らず、従業員向け相談窓口を設置している企業は73.4%であり、企業規模が小さくなると設
置比率は相対的に低くなるものの、平成24年度と比較するとすべての従業員規模の企業で比率が高くなっている。

社内に設置し

ている
47.4

会社とは独立し

た外部の組織

に委託
2.4

社内と社外の

両方に設置し

ている
23.5

設置していない
25.2

無回答

1.4

（対象：全回答者（n=4587）、単位％） 【企業調査】

図６ 従業員向けの相談窓口の設置状況

34.7 

59.6 

57.4 

39.6 

2.2 

3.2 

2.7 

1.4 

7.1 

17.5 

33.7 

56.9 

54.2 

17.5 

5.8 

1.0 

1.8 

2.2 

0.5 

1.0 

99人以下
(n=1668)

100～299人
(n=821)

300～999人
(n=1565)

1000人以上
(n=492)

社内に設置している 会社とは独立した外部の組織に委託

社内と社外の両方に設置している 設置していない

無回答

28.9 

53.0 

52.7 

39.1 

2.4 

2.7 

2.9 

2.6 

5.8 

17.0 

32.6 

54.9 

62.9 

27.4 

11.8 

3.4 

99人以下
(n=1218)

100～299人
(n=672)

300～999人
(n=2038)

1000人以上
(n=621)

【平成24年度実態調査】

【平成28年度実態調査】
図７ 従業員向けの相談窓口の設置状況（従業員規模別）

（対象：全回答者、単位％) 【企業調査】

80.3

44.0

93.7

98.0

37.1

72.6

88.2

96.6
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パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組の主な効果（１）

企業がパワーハラスメントの予防・解決に向けた取組を積極的に実施すると、従業員にとってはパワーハラスメントに関
する相談がしやすくなるとともに、企業にとってもパワーハラスメントの実態が把握しやすくなる。

11.3

16.0 

10.0 

2.8 

17.5

22.7 

16.7 

7.4 

17.3

25.7 

10.6 

6.0 

11.2

10.6 

12.7 

11.3 

29.3

15.9 

37.2 

50.1 

12.1

7.7 

11.9 

21.2 

1.3

1.3 

0.9 

1.1 

全体(n=4587)

実施している(n=2394)

現在実施していないが、取

組を検討中(n=1013)

特に取組を考えていない
(n=1160)

パワーハラスメントに関する相談があり、以前（３年前）と比べて増加している

パワーハラスメントに関する相談があり、以前（３年前）と変わらない

パワーハラスメントに関する相談はあるが、以前（３年前）と比べて減少している

過去にはパワーハラスメントに関する相談はあったが、この３年間はない

現在も過去もパワーハラスメントに関する相談はない／把握していない

パワーハラスメントに関する相談を受け付けていない

無回答

図８ パワーハラスメントに関する相談として取り扱った件数の推移

（対象：全回答者、単位％） 【企業調査】

8.6 

3.6 

9.7 

17.3 

21.6 

3.5 

5.1 

1.7 

17.6 

1.4 

1.3 

6.0 

41.8 

1.9 
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3.1 

11.5 

16.7 

2.1 

3.1 

1.9 

22.0 

1.3 

3.4 

4.5 

46.2 

社内の相談窓口に相談した

会社が設置している社外の相談窓口に相談した

人事等の社内の担当部署（相談窓口を除く）に相談し

た

社内の上司に相談した

社内の同僚に相談した

労働組合に相談した

会社とは関係のない医師やカウンセラーなど専門家に

相談した

公的な機関（労働基準監督署や都道府県労働局など）

に相談した

家族や社外の友人に相談した

弁護士に相談した

会社を退職した

しばらく会社を休んだ

何もしなかった

積極的に取り組んでいる・取り組んでいる（n=631）
ほとんど取り組んでいない・全く取り組んでいない（n=1506）

（対象：過去３年間のパワーハラスメントを受けた経験について、「何度も繰り返し経験した」、「時々経験した」、「一度だけ経験した」と
回答した者のうち、パワハラを経験したのが「現在の職場」または「現在の勤務先の他の職場」と回答した者、単位％）

【従業員調査】

図９ 過去３年間にパワーハラスメントを受けたと感じた者におけるその後の行動（複数回答）

38.7

26.7

10.3

28.8
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パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組の主な効果（２）

パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組を行っている企業で働く従業員は、パワーハラスメントを受けたと感じる
比率やパワーハラスメントにより心身への影響があったとする比率が相対的に低くなる。

77.5 

74.8

71.1

70.5

7.7 

6.9 

6.2 

3.3 

10.4 

14.4 

17.2 

15.8 

4.3 

3.9 

5.4 

10.3 

積極的に取り組んでい

る(n=556)

取り組んでいる

(n=2005)

ほとんど取り組んでい

ない(n=2147)

全く取り組んでいない

(n=3005)

経験しなかった 一度だけ経験した 時々経験した 何度も繰り返し経験した

（対象：「何度も繰り返し経験した」、「時々経験した」、「一度だけ経験した」：過去３年間のパワーハラスメントを受けた
経験について、「何度も繰り返し経験した」、「時々経験した」、「一度だけ経験した」と回答した者のうち、
パワハラを経験したのが「現在の職場」または「現在の勤務先の他の職場」と回答した者
「経験しなかった」：「積極的に取り組んでいる」、「取り組んでいる」、「ほとんど取り組んでいない」、「全く取り組
んでいない」と回答した者のうち、上記以外の者、単位％）【従業員調査】

図10 過去３年間にパワーハラスメントを受けたと感じた経験

71.8 

64.8 

32.0 

19.2 

8.4 

9.2 

1.0 

6.0 

79.1 

70.4 

36.5 

23.5 

7.5 

10.8 

0.8 

3.7 

怒りや不満、不安などを感じた

仕事に対する意欲が減退した

職場でのコミュニケーションが

減った

眠れなくなった

休むことが増えた

通院したり服薬をした

入院した

特に影響はなかった

積極的に取り組んでいる・

取り組んでいる(n=631)

ほとんど取り組んでいな

い・全く取り組んでいない

(n=1506)

（対象：過去３年間のパワーハラスメントを受けた経験について、「何度も繰り返し経験した」、「時々経験した」、「一
度だけ経験した」と回答した者のうち、パワハラを経験したのが「現在の職場」または「現在の勤務先の他の
職場」と回答した者、単位％）【従業員調査】

図11 パワーハラスメントを受けたと感じた場合の心身への影響
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パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組の主な効果（３）

パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組により、職場環境が変わる、コミュニケーションが活性化するほか、「休職
者・離職者の減少」、「メンタル不調者の減少」などの付随効果がみられる。

43.1

35.6

28.2

27.5

18.5

13.4

13.1

12.7

2.8

17.8

管理職の意識の変化によって

職場環境が変わる

職場のコミュニケーションが

活性化する／風通しが良くなる

管理職が適切なマネジメントが

できるようになる

会社への信頼感が高まる

従業員の仕事への意欲が高まる

休職者・離職者の減少

メンタルヘルス不調者の減少

職場の生産性が高まる

その他

特にない

図12 パワーハラスメントの予防・解決のための取組を進めた結果、パワーハラスメントの予防・解決以外に得られた効果（複数回答）

（対象：パワーハラスメントの予防・解決のための取組を実施している企業（n=2394）、単位％) 【企業調査】 8



パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組を実施する上での主な効果（４）

パワーハラスメントの予防・解決のための効果が高い取組として、相談窓口の設置や従業員向けの研修の実施を挙
げている企業の比率が高く、企業がパワーハラスメントの予防・解決に向けた取組を複数実施することが、従業員にとっ
て、職場環境の改善などの効果を感じやすい。

82.9

63.4

61.1

41.2

34.9

34.9

28.3

22.4

19.1

17.8

相談窓口を設置した

管理職を対象にパワーハラスメントに

ついての講演や研修会を実施した

就業規則などの社内規定に盛り込んだ

一般社員等を対象にパワーハラスメント

についての講演や研修会を実施した

ポスター・リーフレット等啓発資料を

配付または掲示した

トップの宣言、会社の方針

（ＣＳＲ宣言など）に定めた

アンケート等で、社内の実態把握を

行った

職場におけるコミュニケーション活性化

等に関する研修・講習等を実施した

再発防止のための取組を行った

（事案の分析、再発防止の検討など）

社内報などで話題として取り上げた

60.6 

74.2 

48.4 

69.6 

45.7 

54.4 

59.4 

56.5 

59.8 

38.8 

図13 パワーハラスメントの予防に向けて実施している取組／効果を実感できた取組（複数回答）
【実施している取組】 【効果を実感できた取組】

（対象：パワーハラスメントの予防・解決のための取組を実施している
企業（n=2394）、単位％） 【企業調査】

（対象：それぞれの取組を実施している企業、
単位％）

8.2 

8.3 

8.2 

22.3 

75.0 

75.5 

73.1 

67.4 

4.8 

5.6 

4.5 

1.1 

12.0 

10.6 

14.1 

9.2 

トップの宣言のみ

実施（n=208）

各種研修のみ実施（n=747）

周知活動のみ実施（n=376）

トップの宣言・各種

研修・周知活動全て実施

（n=273）

改善された 変わらない 悪化している わからない

図14 取組内容に応じた「職場の生産性」に関する職場の変化

（対象：勤務先のパワーハラスメントの予防・解決のための取組について、「積極的に取り組んで
いる」「取り組んでいる」「ほとんど取り組んでいない」と回答した者であって、取組の具体的
内容として、トップの宣言のみ実施、各種研修のみ実施、周知活動のみ実施、トップの宣
言・各種研修・周知活動全て実施と回答した者、単位％） 【従業員調査】
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パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組の主な課題（１）

企業規模が小さくなるにしたがい、相談窓口の設置比率が低くなり、パワーハラスメントを受けた場合に企業とは関
係のないところに相談する比率が高くなることから、パワーハラスメントの実態が相対的に把握されていない。

34.7 

59.6 

57.4 

39.6 

2.2 

3.2 

2.7 

1.4 

7.1 

17.5 

33.7 

56.9 

54.2 

17.5 

5.8 

1.0 

1.8 

2.2 

0.5 

1.0 

99人以下(n=1668)

100～299人(n=821)

300～999人(n=1565)

1000人以上(n=492)

社内に設置している

会社とは独立した外部の組織に委託

社内と社外の両方に設置している

設置していない

無回答

15.6 

28.7 

5.9 

43.4 

23.2 

21.6 

7.3 

45.9 

22.6 

23.8 

8.1 

42.5 

24.4 

19.8 

9.0 

47.6 

会社関係に相談した

会社とは関係のないところに相談した

会社を休んだり退職した

何もしなかった

99人以下（n=844）

100～299人（n=357）

300～999人（n=332）

1000人以上（n=733）

（対象：過去３年間のパワーハラスメントを受けた経験について、「何度も繰り返し経験した」、
「時々経験した」、「一度だけ経験した」と回答した者のうち、パワハラを経験したのが「現
在の職場」または「現在の勤務先の他の職場」と回答した者、単位％） 【従業員調査】

図15 過去３年間にパワーハラスメントを受けたと感じた者におけるその後の行動
（複数回答、従業員規模別）

図７ 従業員向けの相談窓口の設置状況（従業員規模別） （再掲）

（対象：全回答者（n=4587）、単位％） 【企業調査】

44.0

80.3

93.7

98.0

10



パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組の主な課題（２）

パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組を考えていない企業は、「職場の生産性が低下する」、「企業イメージ
が悪化する」などの認識が取り組んでいる企業に比べて特に低い。

93.5

91.5

81.0

78.9

67.8

54.1

45.7

1.2

0.2

95.3

94.7

85.9

80.7

76.1

61.8

52.1

1.5

0.1

93.3

89.5

79.8

80.8

63.7

50.1

43.5

0.6

0.1

90.2

86.6

71.7

74.0

54.7

41.9

34.9

1.0

0.5

職場の雰囲気が

悪くなる

従業員の心の健康を

害する

従業員が十分に能力を

発揮できなくなる

人材が流出してしまう

職場の生産性が

低下する

企業イメージが悪化する

訴訟などによる損害賠償など

金銭的負担が生じる

その他

特に影響はない

全体(n=4587)

実施している(n=2394)

現在実施していないが、取組を検討中(n=1013)

特に取組を考えていない(n=1160)

図16 パワーハラスメントが職場や企業に与える影響（複数回答）

（対象：全回答者、単位％） 【企業調査】
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パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組の主な課題（３）

パワーハラスメントを受けた経験が一度であっても、怒りや不満、仕事に対する意欲の減退などの心身への影響が多く
見られ、不眠、休み、通院、服薬などのより深刻な心身への影響は、パワーハラスメントを受けた頻度が高くなるほど
比率が大きく高まる。

68.5 

61.5 

27.6 

18.6 

5.8 

8.8 

0.3 

5.9 

76.3 

67.1 

32.2 

19.5 

7.9 

10.0 

0.7 

4.9 

80.4 

75.7 

48.0 

36.1 

13.8 

20.9 

2.2 

4.3 

怒りや不満、不安などを感じた

仕事に対する意欲が減退した

職場でのコミュニケーションが減った

眠れなくなった

休むことが増えた

通院したり服薬をした

入院した

特に影響はなかった

一度だけ経験した（n=693） 時々経験した（n=1782）

何度も繰り返し経験した（n=775）

図17 パワーハラスメントを受けたと感じた場合の心身への影響（複数回答）

（対象：過去３年間のパワーハラスメントを受けた経験について、「何度も繰り返し経験した」、「時々経験した」、「一度だけ経験した」と回答した者、単位％） 【従業員調査】
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パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組の主な課題（４）

パワーハラスメントを受けたと感じた者が、「何もしなかった」と回答した比率は40.9％であり、その理由として「何をして
も解決にならないと思ったから」、「職務上不利益が生じると思ったから」と回答した比率が高い。

20.6 

24.4 

17.0 

40.9 

19.6 

17.1 

14.5 

49.5 

22.1 

34.7 

20.4 

28.7 

会社関係に相談した

会社とは関係のないところに相談した

会社を休んだり退職した

何もしなかった

全体（n=3250） 男性（n=1900） 女性（n=1350）

図18 過去３年間にパワーハラスメントを受けたと感じた者におけるその後の行動
（複数回答、男女別）

（対象：過去３年間のパワーハラスメントを受けた経験について、「何度も繰り返し経験した」、
「時々経験した」、「一度だけ経験した」と回答した者、単位％） 【従業員調査】

68.5

24.9

6.3

12.9

13.4

10.7

6.6

1.6

4.2

5.4

10.0

13.6

4.7

68.4

27.4

6.5

12.5

12.8

10.7

6.6

1.2

4.5

5.7

10.5

13.2

4.4

68.7

18.9

5.7

13.7

15.0

10.6

6.5

2.6

3.6

4.7

8.8

14.5

5.7

何をしても解決にならないと思ったから

職務上不利益が生じると思ったから

職場内で公になることが懸念されたから

パワーハラスメント行為がさらにエスカレートす

ると思ったから

職場の上司や同僚との人間関係が悪くなること

が懸念されたから

パワーハラスメントについて相談しにくい雰囲気

があったから

パワーハラスメントについて相談できる窓口や担

当部署がなかったから

パワーハラスメントについて相談できる窓口や担

当部署がわからなかったから

パワーハラスメントを取り扱う窓口や担当部署の

問題解決能力に疑問があったから

パワーハラスメントを取り扱う窓口や担当部署が

公正に取り扱うと思えなかったから

経営者や役員など経営層が行為者だったから

何らかの行動をするほどのことではなかったか

ら

その他

全体（n=1328）
男性（n=941）
女性（n=387）

（対象：過去３年間のパワーハラスメントを受けた経験について、「何度も繰り返し経験した」、「時々経験した」、「一
度だけ経験した」と回答した者で、かつパワーハラスメントを受けて「何もしなかった」者、単位％）
【従業員調査】

図19 パワーハラスメントを受けたと感じても何もしなかった理由（複数回答、男女別）
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パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組の主な課題（５）

パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組について、企業が実施していると回答した比率よりも従業員が把握して
いると回答した比率が相対的に低い。

82.9

63.4

61.1

41.2

34.9

34.9

28.3

22.4

19.1

17.8

相談窓口を設置した

管理職を対象にパワーハラスメントに

ついての講演や研修会を実施した

就業規則などの社内規定に盛り込んだ

一般社員等を対象にパワーハラスメント

についての講演や研修会を実施した

ポスター・リーフレット等啓発資料を

配付または掲示した

トップの宣言、会社の方針

（ＣＳＲ宣言など）に定めた

アンケート等で、社内の実態把握を

行った

職場におけるコミュニケーション活性化

等に関する研修・講習等を実施した

再発防止のための取組を行った

（事案の分析、再発防止の検討など）

社内報などで話題として取り上げた

図13 パワーハラスメントの予防に向けて実施している取組（複数回答) (再掲）

（対象：パワーハラスメントの予防・解決のための取組を実施している企業（n=2394）、単位％) 【企業調査】 （対象：勤務先のパワーハラスメントの予防・解決のための取組について、「積極的に取り組んでいる」「取り組
んでいる」「ほとんど取り組んでいない」と回答した者（n=4708）、単位％） 【従業員調査】

図20 勤務先の具体的な取組内容（複数回答）

45.5

14.3

24.1

20.8

13.9

16.4

15.7

12.1

12.1

1.3

28.4

パワーハラスメントについて相談できる窓口

を設置している

上司の部下への接し方等の研修・講習等を

実施している

就業規則などの社内規定に盛り込んでいる

パワーハラスメントについて講演や研修会を

行っている

ポスターやリーフレット等啓発資料を配付

または掲示している

トップの宣言、会社の方針（CSR宣言など）
に定めている

アンケート等で実態把握を行っている

職場におけるコミュニケーション活性化等に

関する研修・講習等を実施している

社内報などで話題として取り上げている

その他

わからない
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